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⽴
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参 考 資 料 

報告第１号様式 

  

職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部改正について 

 

１ 改正概要 

  「人事院規則の改正」及び「育児介護休業法の改正」を踏まえ、次の条例改正を行う。 

 ⑴ 育児を行う職員の早出遅出勤務の請求の対象となる職員の範囲の拡大（人事院規則の改正関係） 

 ⑵ 育児を行う職員の時間外勤務の制限の対象となる職員の範囲の拡大（育児介護休業法の改正関係）     

     

２ 改正の内容 

 ⑴ 育児を行う職員の早出遅出勤務の請求の対象となる職員の範囲の拡大 

（条例第８条の３第１項関係） 

 一般職の職員の給与に関する法律等の一部を改正する法律の一部の施行に伴う関係

人事院規則の整備等に関する人事院規則（令和６年３月２９日人事院規則１－８２） 

第９条の規定による人事院規則１０－１１（育児又は介護を行う職員の早出遅出勤務 

並びに深夜勤務及び超過勤務の制限）の改正に準じ、次のとおり、育児を行う職員の  

早出遅出勤務の請求の対象となる職員の範囲を拡大する。 

 

 

（改正前（現行）） 

 ① 小学校就学の始期に達するまでの子を養育する職員 

 ② 小学校に就学している子を養育する職員であって、人事委員会規則で定めるもの 

 （★人事委規則では、「放課後等デイサービス事業を行う施設等に子を送迎する職員等」と規定） 

 

   

（改正後） 

 ① 小学校就学の始期に達するまでの子のある職員 ※変更なし 

 ② 小学校、義務教育学校の前期課程又は特別支援学校の小学部に就学している子 

のある職員  ※変更あり（上記の人事委員会規則の限定を削除）→（対象となる子の範囲の拡大）   

 

  

 

 

※ 改正後の②について、現行の条例の規定は「小学校」のみ規定し、「ア 義務教育 

学校の前期課程」及び「イ 特別支援学校の小学部」は「小学校」に含まれるとい 

う解釈をしてきたが、来年度（R7）、義務教育学校が県内に設置される（六戸町） 

ことを踏まえ、国（人事院規則）のように、これらの学校を全て条例において規定

することとする。 

改正後は、小学生６年生以下の子がいれば、早出遅出勤務の対象となる。 

（改正前（現行））の、人事委員会規則で定めている限定がなくなる。） 

 

-3-



 

 

    

※ ①②とも、「子」の範囲に含めている「特別養子縁組の監護期間中の子等」の規定 

ぶりについて、育児介護休業法の規定ぶりが変わっている（内容は変わっていない） 

ことを踏まえた文言の整理を行う（育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う 

労働者の福祉に関する法律及び次世代育成支援対策推進法の一部を改正する法律 

（令和６年法律第４２号。以下「令和６年改正法」という。）第１条の規定による 

改正後の育児介護休業法第２条第１号参照）。 

 

 ⑵ 育児を行う職員の時間外勤務の制限の対象となる職員の範囲の拡大（条例第８条の４

第２項関係） 

 令和６年改正法第１条の規定による改正後の育児介護休業法第６１条の２第１４項の 

規定により、地方公務員（最低基準）について、育児を行う職員の所定外労働（時間外 

勤務）の制限の対象となる職員の範囲を拡大することが規定されたことを踏まえ、条例 

を改正する。 

 

〔改正前（現行）〕 ３歳に満たない子を養育する職員 

                 ↓ 

〔改   正  後〕 小学校就学の始期に達するまでの子を養育する職員 

  

 ※ 令和７年１月９日総務省自治行政局公務員課からの事務連絡（以下「令和７年  

  １月国事務連絡」という。）で、国家公務員でも同様の改正がなされることが示さ 

れているが、１月末現在で、国の相当規定（人事院規則１０－１１（育児又は介護 

を行う職員の早出遅出勤務並びに深夜勤務及び超過勤務の制限）第９条）は未改正 

 

３ 施行期日 

  令和７年４月１日 

※ 今回の条例改正の契機となった「人事院規則」及び「育児介護休業法」の改正の 

施行期日と同じ。 

 

４ その他（今回の改正で、「配偶者等が介護を必要とする状況に至った職員に対する意向 

確認等」を措置しない理由） 

  令和７年１月国事務連絡では、条例準則に「配偶者等が介護を必要とする状況に至った 

職員に対する意向確認等」等が盛り込まれたところである。（条例準則第１９条の２、第 

１９条の３） ※令和６年改正法第１条の規定による改正後の育児介護休業法（R7.4.1 施行）では、第 21 条第２項～第４項及び第 21 条の２に相当  

 これについては、次の理由から、今回の改正では措置せず、条例への規定の必要性を 

検討し、規定すると判断した場合は、令和７年６月議会以降に条例改正を行う。 

  ⑴ 条例準則は示されたものの、令和７年１月現在で、相当する人事院規則の改正がな 

   されていないこと。 

  ⑵ 類似の規定に、「妊娠又は出産等」についてのもの（人事院規則19―0（職員の育児 

休業等）第32条等、育児介護休業法（R7.4.1施行）第21条第1項等）があり、令和 

４年２月の条例改正の際に条例に規定しないと判断しているが、条例への規定に当た 

っては、この判断の再考も含めて検討することとなり、時間を要すること。 
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参 考 資 料 

報告第１号資料 

 

 

職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例案 概要 

 

 

１ 改正の趣旨 

（１）人事委員会勧告による改正 

令和６年１０月８日付けの人事委員会からの職員の給与等に関する報告及び勧告に

基づき、給与制度のアップデートのための改定及び獣医師に対する初任給調整手当の

改定を行う。 

令和６年４月１日に遡及して改正する給料表及び期末・勤勉手当（令和７年４月１

日支給月数分を含む。）等は、令和６年１１月議会により改正済 

 

（２）義務教育学校の設置に伴う改正 

令和７年４月１日に義務教育学校（六戸町立義務教育学校六戸学園）が設置される

ことに伴う所要の改正を行う。 

 

（３）刑法の一部改正に伴う改正 

刑法等の一部を改正する法律が令和７年６月１日に施行され、懲役及び禁錮刑が拘

禁刑として単一化されることに伴う所要の改正を行う。 

 

２ 条例の改正内容 

（１）職員の給与に関する条例の一部改正 

区  分 改正内容 

①給料月額 

（別表第１～第６） 

全給料表を改定する。 

新給料表への切替えは、附則第２項の規定による。 

②昇給制度 

（第４条） 

ア 行政職給料表８級以上であるもの（その職務の級がこれに相当

する他の給料表適用者を含む）の昇給については、評価期間の勤

務成績が特に良好であり、懲戒処分等を受けていない場合に限定

する。 

イ 行政職給料表７級であるもの（その職務の級がこれに相当する

他の給料表適用者を含む）の昇給については、国における制度の

見直しの趣旨や内容を考慮しつつ、本県の実情を踏まえて改正す

る。 

（詳細は別紙１「給料表の大くくり化に伴う昇給制度の改正」参照） 

③初任給調整手当 

（第７条の３） 

獣医学に関する専門的知識を必要とし、かつ、採用による欠員の補

充が困難であると認められるものの支給月額の限度を７００，００

０円に引き上げ、支給期間を３５年に延長する。 

（詳細は別紙２「獣医師の給与改善について」参照） 
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④扶養手当 

（第８条） 

配偶者に係る扶養手当を廃止し、子に係る扶養手当の月額を１人に

つき１３，０００円に引き上げる。 

⑤地域手当 

（第９条の２） 

地域手当の支給割合を、次のように改める。（７級地→５級地） 

ア １級地１００分の２０ 

イ ２級地１００分の１６ 

ウ ３級地１００分の１２ 

エ ４級地１００分の８ 

オ ５級地１００分の４ 

⑥通勤手当 

（第１０条） 

ア １か月当たりの交通機関等に係る通勤手当の額及び交通用具に

（第１０条） 係る通勤手当の額を合算した額の限度額を１５０，

０００円とする。 

イ 青い森鉄道を利用する職員に対する通勤手当の額の特例を廃止

する。 

ウ 新幹線等鉄道等に係る通勤手当の支給要件（新幹線の利用によ

り通勤時間が片道３０分以上短縮されること）を廃止する。 

エ 山間地等に所在する公署に通勤するためやむを得ず有料の橋等

を利用する職員に対し、当該橋等に係る通勤手当を支給する加算

措置を廃止する。 

⑦単身赴任手当 

（第１０条の２） 

採用時から単身赴任の場合、単身赴任手当の支給対象とする。 

⑧特地勤務手当 

（第１１条の２） 

特地勤務手当等の対象から除く公署に「義務教育学校」を追加する。 

⑨管理職員特別勤務

手当（第１６条の２） 

平日深夜勤務の支給対象時間帯を拡大する。 

（午前０時から午前５時まで→午後１０時から午前５時まで） 

⑩義務教育教員等教

員特別手当 

（第１９条の６） 

義務教育等教員特別手当の対象に「義務教育学校」に勤務する教育 

職員を追加する。 

⑪期末手当の一時差

し止め関係（第１９

条の２及び第１９条

の３） 

「禁錮」又は「禁錮
こ

」を「拘禁刑」に改める。 

⑫定年前再任用短時

間勤務職員等の諸手

当（第９条の４及び

第１９条の１１） 

定年前再任用短時間勤務職員に支給する諸手当に「住居手当、特地 

勤務手当、特地勤務手当に準ずる手当、へき地手当、へき地手当に

準ずる手当、寒冷地手当」を追加することに伴い改正する。 
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（２）任期付職員の採用等に関する条例の一部改正 

区  分 改正内容 

①給料に関する特例

（第７条） 

特定任期付職員業績手当を廃止する。 

②給与条例の適用除

外等（第８条） 

特定任期付職員の特定任期付職員業績手当を廃止し、勤勉手当を支

給する。（期末手当０．９５月、勤勉手当０．８５月） 

（詳細は別紙３「期末・勤勉手当の改定状況」参照） 

③任期付短時間勤務

職員の諸手当 

（第９条） 

給与条例第９条の削除に伴い改正する。 

 

（３）職員の定年等に関する条例等の一部を改正する条例の一部改正 

区  分 改正内容 

暫定再任用職員の

諸手当（附則第２６

項及び第２８条） 

暫定再任用職員の支給する諸手当に「住居手当、特地勤務手当、

特地勤務手当に準ずる手当、へき地手当、へき地手当に準ずる手

当、寒冷地手当」を追加することに伴い改正する。 

 

（４）附則関係 

①第１項（施行期日） 

令和７年４月１日から施行する。ただし、刑法の一部改正に伴う改正については

同年６月１日から施行する。 

 

②第２項（号給の切替え） 

施行日の前日（令和７年３月３１日）において、職員が属していた職務の級が附

則別表に掲げられている級の場合、同日に受けていた級号給に応じて新号給に切り

替える。（附則別表「号給の切替表」により切替え） 

 

③第３項（施行日前の異動者の号給の調整） 

施行日前に職務の級を異にする異動をした職員及び人事委員会の定めるこれに準

ずるものをした職員の新号給については、その者が施行日において当該異動又は当

該準ずるものをしたものとした場合との権衡上必要と認められる限度において、人

事委員会の定めるところにより、必要な調整を行うことができる。 

 

④第４項（扶養手当に関する経過措置） 

令和８年３月３１日までの間における扶養手当の適用は以下のとおりとする。 

扶養親族 現  行 令和７年度 令和８年度 

配偶者 行政職７級以下  ６，５００円  ３，０００円 
廃止 

行政職８級  ３，５００円 廃止 

子（１人当たり） １０，０００円 １１，５００円 １３，０００円 
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⑤第５項（地域手当に関する経過措置） 

施行日から令和１０年３月３１日までの間における地域手当の月額は、給料、管

理職手当及び扶養手当の月額の合計額に、人事委員会規則で定める地域手当の級地

の区分に応じて、１００分の２０を超えない範囲内で人事委員会規則で定める割合

を乗じて得た額とする。この場合において、この項前段の地域手当の級地は、人事

委員会規則で定める。 

⑥第６項（地域手当に関する経過措置関係） 

人事委員会は、前項前段の人事委員会規則を定めるに当たっては、当該人事委員

会規則で定める地域手当の級地の区分及び割合（以下「級地区分等」という。）が

令和１０年４月１日以降に適用される新たな級地区分等への円滑な移行を図るため

のものであることを踏まえ、級地区分等の変更に伴う職員の生活への影響及び当該

変更に必要な原資を考慮しつつ、級地区分等の段階的な変更が行われるようにしな

ければならない。 

 

⑦第７項（医療職（一）適用者の地域手当） 

施行日から令和 10 年３月３１日までの間における医療職給料表（一）の適用を受

ける職員に係る地域手当については、２(1)⑤及び(4)⑤の適用を受けない。 

 

⑧第８項（単身赴任手当に関する経過措置） 

改正後の単身赴任手当の規定は、施行日前に新たに給料表の適用を受ける職員と

なった者にも適用する。 

 

⑨第９項（再任用職員への特地勤務手当に準ずる手当に関する経過措置） 

再任用職員への特地勤務手当に準ずる手当の適用は、施行日以後に異動をした職

員又は施行日以後に公署の移転があった職員について適用する。 

 

⑩第１０項（再任用職員へのへき地手当に準ずる手当に関する経過措置） 

再任用職員へのへき地手当に準ずる手当の適用は、施行日以後に異動をした職員

又は施行日以後に学校等の移転があった職員について適用する。 

 

⑪第１１項（期末手当及び勤勉手当に関する経過措置） 

刑法等の一部を改正する法律（令和４年法律第６７号）及び刑法等の一部を改正

する法律の施行に伴う関係法律の整理等に関する法律（令和４年法律第６８号）の

施行前に犯した禁錮以上の刑（死刑を除く。）が定められている罪につき起訴をさ

れた者は、改正後の給与条例第１９条の３第１項（第１号に係る部分に限る。）及

び第３項（第３号に係る部分に限る。）（これらの規定を給与条例第１９条の４第

５項において読み替えて準用する場合を含む。）の規定の適用については、拘禁刑

が定められている罪につき起訴をされた者とみなす。 

 

⑫第１２項（人事委員会規則への委任） 

附則第２項から前項までに定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項
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は、人事委員会規則で定める。 

⑬第１３項（任期付研究員の採用等に関する条例の一部改正） 

給与条例第９条が削除されたことによる改正を行う。 

 

⑭第１４項（職員の育児休業等に関する条例の一部改正） 

任期付短時間職員の手当について、給与条例第９条が削除されたことによる改正

及び特地勤務手当、特地勤務に準ずる手当、へき地手当、へき地手当に準ずる手当、

寒冷地手当の適用を除外する。 
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○獣医師の初任給調整手当（月額）

（単位：円）

年数 現行 改正案 増減

1 45,000 70,000 25,000 
2 45,000 70,000 25,000 
3 45,000 70,000 25,000 
4 45,000 70,000 25,000 
5 45,000 70,000 25,000 
6 45,000 70,000 25,000 
7 45,000 70,000 25,000 
8 45,000 70,000 25,000 
9 45,000 70,000 25,000 
10 45,000 70,000 25,000 
11 37,500 67,000 29,500 
12 30,000 64,000 34,000 
13 22,500 61,000 38,500 
14 15,000 58,000 43,000 
15 7,500 55,000 47,500 
16 0 52,000 52,000 
17 0 49,000 49,000 
18 0 46,000 46,000 
19 0 44,000 44,000 
20 0 42,000 42,000 
21 0 40,000 40,000 
22 0 38,000 38,000 
23 0 36,000 36,000 
24 0 34,000 34,000 
25 0 32,000 32,000 
26 0 30,000 30,000 
27 0 28,000 28,000 
28 0 27,000 27,000 
29 0 26,000 26,000 
30 0 25,000 25,000 
31 0 25,000 25,000 
32 0 25,000 25,000 
33 0 25,000 25,000 
34 0 25,000 25,000 
35 0 25,000 25,000 
36 0 0 0 
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参考資料
○ 期末・勤勉手当の改定状況 令和６年勧告の内容 別紙３

・一般職 の期末・勤勉手当

期末 勤勉 計 期末 勤勉 計 期末 勤勉 計

現行 1.225 0.975 2.200 1.225 0.975 2.200 2.450 1.950 4.400

勧告後 1.225 0.975 2.200 1.275 1.075 2.350 2.500 2.050 4.550

（現行との差） － － － (0.050) (0.100) (0.150) (0.050) (0.100) (0.150)

勧告後 1.250 1.025 2.275 1.250 1.025 2.275 2.500 2.050 4.550

（現行との差） (0.025) (0.050) (0.075) (0.025) (0.050) (0.075) (0.050) (0.100) (0.150)

・特定幹部職員 の期末・勤勉手当

期末 勤勉 計 期末 勤勉 計 期末 勤勉 計

現行 1.025 1.175 2.200 1.025 1.175 2.200 2.050 2.350 4.400

勧告後 1.025 1.175 2.200 1.075 1.275 2.350 2.100 2.450 4.550

（現行との差） － － － (0.050) (0.100) (0.150) (0.050) (0.100) (0.150)

勧告後 1.050 1.225 2.275 1.050 1.225 2.275 2.100 2.450 4.550

（現行との差） (0.025) (0.050) (0.075) (0.025) (0.050) (0.075) (0.050) (0.100) (0.150)

・定年前再任用短時間勤務職員（暫定再任用） の期末・勤勉手当

期末 勤勉 計 期末 勤勉 計 期末 勤勉 計

現行 0.6875 0.4625 1.150 0.6875 0.4625 1.150 1.375 0.925 2.300

勧告後 0.6875 0.4625 1.150 0.7125 0.5375 1.250 1.400 1.000 2.400

（現行との差） － － － (0.025) (0.075) (0.100) (0.025) (0.075) (0.100)

勧告後 0.7000 0.5000 1.200 0.7000 0.5000 1.200 1.400 1.000 2.400

（現行との差） (0.0125) (0.0375) (0.050) (0.0125) (0.0375) (0.050) (0.025) (0.075) (0.100)

・定年前再任用短時間勤務職員（暫定再任用）【特定幹部職員】 の期末・勤勉手当

期末 勤勉 計 期末 勤勉 計 期末 勤勉 計

現行 0.5875 0.5625 1.1500 0.5875 0.5625 1.150 1.175 1.125 2.300

勧告後 0.5875 0.5625 1.1500 0.6125 0.6375 1.250 1.200 1.200 2.400

（現行との差） － － － (0.025) (0.075) (0.100) (0.025) (0.075) (0.100)

勧告後 0.6000 0.6000 1.200 0.6000 0.6000 1.200 1.200 1.200 2.400

（現行との差） (0.0125) (0.0375) (0.050) (0.0125) (0.0375) (0.050) (0.025) (0.075) (0.100)

・任期付研究員、特定任期付研究員 の期末手当

期末 計 期末 計 期末 計

現行 1.650 1.650 1.650 1.650 3.300 3.300

勧告後 1.650 1.650 1.800 1.800 3.450 3.450

（現行との差） － － (0.150) (0.150) (0.150) (0.150)

勧告後 1.725 1.725 1.725 1.725 3.450 3.450

（現行との差） (0.075)  (0.075) (0.075) (0.075) (0.150) (0.150)

・特定任期付職員 の期末・勤勉手当

期末 勤勉 計 期末 勤勉 計 期末 勤勉 計

現行 1.650 1.650 1.650 1.650 3.300 3.300

勧告後 1.650 1.650 1.800 1.800 3.450 3.450

（現行との差） － － (0.150) (0.150) (0.150) (0.150)

勧告後 0.950 0.850 1.800 0.950 0.850 1.800 1.900 1.700 3.600

（現行との差） (△ 0.700) (0.8500) (0.150) (△ 0.700) (0.8500) (0.150) (△ 1.400) (1.700) (0.300)

・特別職 の期末手当 ※人事課検討による

期末 計 期末 計 期末 計

現行 1.650 1.650 1.650 1.650 3.300 3.300

勧告後 1.650 1.650 1.750 1.750 3.400 3.400

（現行との差） － － (0.100) (0.100) (0.100) (0.100)

勧告後 1.700 1.700 1.700 1.700 3.400 3.400

（現行との差） (0.050) (0.050) (0.050) (0.050) (0.100) (0.100)

支給月数

６月期 １２月期 年間

支給月数

６月期 １２月期 年間

支給月数

６月期 １２月期 年間

支給月数

６月期 １２月期 年間

支給月数

６月期 １２月期 年間

支給月数

６月期 １２月期 年間

支給月数

６月期 １２月期 年間

Ｒ６

Ｒ７

Ｒ６

Ｒ７

Ｒ６

Ｒ７

Ｒ６

Ｒ７

Ｒ６

Ｒ７

Ｒ６

Ｒ７

Ｒ６

Ｒ７

04-3【別紙３】 期末勤勉手当 改定状況  R6改定内容【勧告】
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職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例案 概要 

 

 

１ 改正の趣旨 

（１）令和７年度の組織改正に伴う改正 

令和７年度の組織改正において、地域県民局が廃止されることに伴い、関係する手

当の支給範囲について所要の改正を行うものである。 

また、環境エネルギー部環境政策課及び環境保全課で所管している業務が下記２⑨

の図のとおり移管されることに伴い、公害等調査手当の支給範囲について改正を行う

ものである。 

 

（２）義務教育学校の設置に伴う改正 

令和７年４月１日に義務教育学校（六戸町立義務教育学校六戸学園）が設置される

ことに伴う所要の改正を行う。 

 

２ 条例の改正内容 

区  分 改正内容 

①定義 

（第１条の２） 

「学校職員」の定義となる学校に「義務教育学校」を加え、市町

村立高等学校（定時制課程）を削除する。 

②県税事務手当 

（第３条） 

支給範囲の公署のうち、「地域県民局」を「県税事務所」に改め

る。 

③福祉業務手当 

（第９条） 

支給範囲の典型的な公署である「地域県民局」を「福祉事務所」

に改める。 

④危険作業手当 

（第１５条） 

支給範囲の典型的な公署である「地域県民局」を「県土整備事務

所」に改める。 

⑤衛生検査手当 

（第１７条の６） 

支給範囲の公署のうち、「地域県民局」を「青森県青森環境管理

事務所、青森県上北農林水産事務所」に改める。 

⑥放射線取扱手当 

（第１７条の１３） 

支給範囲の典型的な公署である「地域県民局」を「保健所」に改

める。 

⑦家畜診療手当 

（第１７条の２１） 

支給範囲の公署である「地域県民局」を「農林水産事務所」に改

める。 

⑧用地買収交渉等

手当 

（第１７条の２９） 

支給範囲の典型的な公署である「地域県民局」を「県土整備事務

所」に改める。 
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⑨公害等調査手当

（第１７条の３９） 

支給範囲の公署のうち、「地域県民局」を「環境管理事務所」に

改めるほか、本庁における支給範囲を次のとおり改める。 

【現行】 【令和７年度から】

  循環、一般廃棄物関係業務

産業廃棄物、不法投棄、県境再生関係業務

環境政策課 環境政策課

環境保全課 資源循環推進課

公害対策業務

 

⑩災害応急作業等

手当 

（第１７条の４３） 

支給範囲の典型的な公署である「地域県民局」を「県土整備事務

所」に改める。 

⑪学校職員の特殊

勤務手当 

（第１８条） 

二以上の学年の児童又は生徒で編成されている学級を担当する職

員が当該学級における授業又は指導に従事する場合の手当の対象

に「義務教育学校」を加える。 

 

※今回新設される六戸町立義務教育学校六戸学園では、現時点に

おいて、当該学級編成は想定されていないものの、手当の支給対

象となる学校の範囲として「小学校、中学校」と同列の学校であ

る「義務教育学校」を加える。 

 

３ 施行期日 

  令和７年４月１日 
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職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例案 概要 

 

 

１ 概 要 

雇用保険法等の一部を改正する法律（令和６年法律第 26 号）、刑法等の一部を改正す

る法律の施行に伴う関係法律の整理等に関する法律（令和４年法律第 68 号）の成立に伴

い、国家公務員退職手当法（昭和 28 年法律第 182 号）の一部が改正された。 

また、国立大学法人法の一部を改正する法律（令和５年法律第 88 号）の公布に伴い、

国立大学法人法（平成 15 年法律第 112 号）の条項が改められた。 

そのため、職員の退職手当に関する条例の関係条文について、所要の改正を行うもの

である。 

 

２ 改正内容 

区  分 改正内容 

①第１０条第１２項第４号（失

業者の退職手当） 

令和７年４月１日から就業手当が廃止されることと

なったため、支給対象を改めるもの。 

「職業に就いたもの」→「安定した職業に就いた者」 

②第１３条第１項第１号、第５

項第２号、第１４条の見出し、

第１項第１号、第１５条第１項

第１号、第１７条第４項 

令和７年６月１日から懲役・禁錮が廃止となり、拘禁

刑が創設されるため改正するもの。 

「禁錮
こ

」又は「禁錮」→「拘禁刑」 

③附則第１１項 国立大学法人法の一部改正で１条が加わったため、所

要の整理をするもの。 

「第３５条」→「第３５条の２」 

④附則第１４項 令和７年４月１日から地域延長給付が２年間延長す

ることとなったため、適用時期を改めるもの。 

「令和７年３月３１日」→「令和９年３月３１日」 

 

３ 附則関係 

（１）施行期日 

① 国立大学法人法の改正によるもの（上記区分③） 

公布の日 

② 雇用保険法の改正によるもの（上記区分①及び④） 

令和７年４月１日 

③ 刑法の改正によるもの（上記②） 

令和７年６月１日 
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（２）経過措置 

① 上記①による改正後の職員の退職手当に関する条例第 10 条第 12 項（第４号に係る

部分に限り、同条第 16 項において準用する場合を含む。）の規定は、退職職員（退職

した職員の退職手当に関する条例第２条第１項に規定する職員（同条第２項の規定に

より職員とみなされる者を含む。）をいう。以下同じ。）であって施行日以後に安定

した職業に就いた者について適用し、退職職員であって施行日前に職業に就いた者に

対する就業促進手当に相当する退職手当の支給については、なお従前の例による。 

② 刑法等の一部を改正する法律（令和４年法律第 67 号）及び刑法等の一部を改正する

法律の施行に伴う関係法律の整理等に関する法律（令和４年法律第 68 号）の施行前に

犯した禁錮以上の刑（死刑を除く。）が定められている罪につき起訴をされた者は、

第１項第３号の規定による改正後の職員の退職手当に関する条例第 13 条第１項及び

第５項、第 14 条第１項（第１号に係る部分に限る。）並びに第 17 条第４項並びに職

員の退職手当に関する条例第 17 条第３項の規定の適用については、拘禁刑が定められ

ている罪につき起訴をされた者とみなす。 
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職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例案 概要 

 

 

１ 追加の改正内容 

区  分 改正内容 

①第１０条第１５項 

（失業者の退職手当） 

令和７年４月１日から就業手当が廃止されることと

なったため、支給日数に係る規定の整理を行うもの。 

第一号及び第二号を削除し、就業促進手当を支給した

ときの基本手当の支給日数について規定する。 

②附則第３項 令和７年４月 25 日から日本電信電話株式会社につい

て定義づけがなされたため、当条例においても定義づ

けを行うもの。 

「日本電信電話株式会社」→「日本電信電話株式会社

（日本電信電話株式会社等に関する法律（昭和 59 年

法律第 85 号）第１条の２第１項に規定する日本電信

電話株式会社をいう。）」 

 

２ 附則関係 

（１）施行期日 

① 雇用保険法の改正によるもの（上記区分①） 

令和７年４月１日 

② 日本電信電話株式会社法の改正によるもの（上記②） 

公布の日 
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２
月
補
正
予
算
案
（
国
補
正
分
）
の
概
要

令
和
６
年
１
１
⽉
２
２
⽇
に
閣
議
決
定
さ
れ
た
「
国
⺠
の
安
⼼
・
安
全
と
持
続
的
な
成
⻑
に
向
け
た
総
合

経
済
対
策
」
に
呼
応
し
、
２
⽉
補
正
予
算
案
に
計
上
し
た
内
容
は
以
下
の
と
お
り
。

補
正
予
算
額

合
計
予
算
額

○
校
内
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
再
構
築
事
業
【
再
掲
】

学
習
活
動
に
お
け
る
同
時
・
多
数
・
高
頻
度
で
の
端
末
活
用

に
対
応
可
能
な
学
校
通
信
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
改
善
を
図
る
た
め
、

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
ア
セ
ス
メ
ン
ト
の
実
施
及
び
学
校
内
ネ
ッ
ト

ワ
ー
ク
の
改
善
等
を
行
う
も
の
。

予
算
額

28
8,4

58
千
円

○
農
業
教
育
環
境
整
備
事
業

将
来
の
農
業
生
産
を
支
え
る
人
財
を
育
成
す
る
た
め
、
農

業
高
校
に
お
い
て
ス
マ
ー
ト
農
業
等
の
教
育
の
高
度
化
に
対

応
し
た
機
械
等
の
整
備
を
行
う
も
の
。

予
算
額

29
,06

5千
円

○
県
立
高
等
学
校
Ｄ
Ｘ
加
速
化
推
進
事
業
【
再
掲
】

高
校
段
階
に
お
け
る
デ
ジ
タ
ル
等
成
⻑
分
野
を
支
え
る
人

財
育
成
の
抜
本
的
強
化
を
図
る
た
め
、
Ｉ
Ｃ
Ｔ

を
活
用
し
た

文
理
横
断
的
で
探
究
的
な
学
び
を
強
化

す
る
取
組
を
進
め
る

た
め
に
必
要
な
環
境
整
備
を
行
う
も
の
。

予
算
額

70
,00

0千
円

○
ミ
ラ
イ
へ
つ
な
ぐ
遠
隔
教
育
推
進
事
業
費
【
再
掲
】

総
合
学
校
教
育
セ
ン
タ
ー
に
配
信
ス
タ
ジ
オ
を
整
備
し
、

県
立
高
校
５
校
（
予
定
）
を
受
信
校
と
し
て
遠
隔
補
習
や
遠

隔
教
育
シ
ス
テ
ム
運
用
の
検
証
を
実
施
す
る
も
の
。

予
算
額

33
,39

7千
円

参
考

資
料

報
告

第
１

号
関

係
4
2
0
,9
2
0
千
円

1
2
9
,9
8
1
,8
0
1
千
円
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参 考 資 料 
議案第４号関係 

 

青森県こども読書活動推進計画（第五次）の概要について 

 

 

 青森県教育委員会では、「子どもの読書活動の推進に関する法律」に基づき、平成１６

年３月に「青森県子ども読書活動推進計画」を策定して以来、第四次計画まで策定し、こ

どもの読書活動を推進してきました。 

 このたび、第四次計画の期間が終了することから、国の「子どもの読書活動の推進に関

する基本的な計画」（第五次）の策定及びこどもの読書活動をめぐる情勢の変化や本県の

現状等を踏まえ、第五次計画を策定するものです。 

 

 

計 画 の 内 容 

 

 

１ 計画の期間 

  令和７年度から令和１１年度までの５年間 

 

２ 本県の課題 

  県の取組、県内の状況を踏まえ、本県の課題を次のように整理しました。 

（１）不読率の改善 

（２）学校図書館の更なる充実と公立図書館との連携・協力 

（３）公立図書館の機能強化と図書館未設置市町村の解消 

（４）読み聞かせボランティア等の育成と支援 

（５）乳幼児期からの家庭での読み聞かせの浸透 

 

３ 基本方針 

  基本方針として次の四つを掲げました。 

（１）不読率の低減 

（２）多様なこどもたちの読書機会の確保 

（３）デジタル社会に対応した読書環境の整備 

（４）こどもの視点に立った読書活動の推進 
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４ 推進方策 

  基本方針（１）～（４）に沿って、「家庭」、「地域」、「学校等」及び「民間団体」

が認識を共有する事項とそれぞれの役割等をまとめ、こどもの読書活動の推進に向けて、

次の取組を進めることにしました。 

（１）家庭 

  ① 家庭における読書を推進します。 

  ② 保護者に読み聞かせの楽しさなどを伝える場の提供を市町村に働きかけます。 

  ③ 読書習慣定着のため、家庭に対する普及・啓発活動及び情報発信に努めます。 

（２）地域（図書館） 

  ① 図書館未設置町村の解消に努めます。 

  ② 図書館の運営についての助言に努めます。 

  ③ こどもに対するサービスの充実を図ります。 

  ④ 図書館に関する情報の収集に努めます。 

  ⑤ 目標の設定、点検、評価を行います。 

  ⑥ 障がいのあるこどもの読書活動の充実に努めます。 

  ⑦ 市町村こども読書活動推進計画の策定についての助言に努めます。 

  ⑧ 図書館等との連携・協力に努めます。 

  ⑨ 市町村におけるこどもの読書環境づくりに努めます。 

  ⑩ 学校図書館との連携・協力について働きかけます。 

（３）学校等 

  ① 様々な図書に触れる機会を確保できる取組を促します。 

  ② 県内の中学校・高校生を対象とした本の推奨活動を行います。 

  ③ こども同士で図書を紹介し合う活動等の情報提供を行います。 

  ④ 学校関係団体等と連携した取組を進めます。 

  ⑤ 発達段階に応じた図書の選び方の助言などを行います。 

  ⑥ 学校図書館の蔵書の整備、データベース化を働きかけます。 

  ⑦ 学校図書館の活用推進を図ります。 

  ⑧ 学校司書の配置を働きかけます。 

  ⑨ 学校図書館の機能の充実を図ります。 

（４）民間団体 

  ① ボランティア等との連携・協力に努めます。 

  ② 「親子ふれあい読書アドバイザー」の養成・コーディネートに努めます。 

  ③ ボランティア同士及び関係機関との連携を図ります。 

 

５ 計画の評価 

  計画期間における計画内容の進捗状況を把握するために、第五次計画では、不読率の

 低減が最も重要な課題と捉え、県が不読率の低減に向けて取り組むことで効果が見込ま

 れる指針と指標については目標値を設定し、それ以外の指針と指標については、目標値

 を設定せず、その都度現状値を把握しながら計画の推進に努めます。 
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（１）目標値を設定する指標 

  ① １か月に１冊も本を読まない児童生徒の割合 

  ② 公立図書館等と連携する学校の割合 

（２）目標値は設定せず取組の状況を把握する指標 

  ① 市町村におけるブックスタート実施率 

  ② 市町村におけるこども読書活動推進計画の策定率 

  ③ 公立図書館等における児童１人当たりの児童書の貸出冊数 

  ④ ボランティアと連携している公立図書館等の割合 

  ⑤ 学校図書館図書標準の達成率 

  ⑥ ボランティアと連携している学校の割合 

  ⑦ 学校図書館における図書情報のデータベース化実施率 

  ⑧ こどもの読書活動の大切さについて保護者の意識啓発を図る取組の実施率 

（３）キャッチフレーズ 

   「読書で広がる あおもりっこの未来」 
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「
青
森

県
こ
ど

も
読
書
活
動

推
進

計
画
（
第
五
次

）
」
（
案
）
に
関
す
る

パ
ブ
リ
ッ
ク
・

コ
メ
ン

ト
の
結
果
に
つ
い

て
 

 

１
 
実

施
期
間

等
 
 

 
 
令
和
６
年

1
1
月

2
2
日
～
1
2
月

2
1
日

 
（
3
0
日
間
）
 

 ２
 
提

出
者
数

（
総

件
数
）

 
 

 
 
１
者
 
（
１
件
）
 

 ３
 
区

分
別
件

数
 

（
１
）
計
画
全
般
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
０
件
 

（
２
）
第
１
章
 
計
画
策
定
に
つ
い
て
 

 
 

 
 

 
 

 
０
件
 

（
３
）
第
２
章
 
本
県
に
お
け
る
取
組
と
課
題
 

 
 

 
 

 
 

１
件
 

（
４
）
第
３
章
 
基
本
方
針
 

 
 

 
 

 
 

 
 

０
件
 

（
５
）
第
４
章
 
こ
ど
も
の
読
書
活
動
の
推
進
方
策
 

 
 

 
 

 
０
件
 

（
６
）
第
５
章
 
計
画
の
評
価
 
 

 
 

 
 

 
 

 
０
件
 

（
７
）
そ
の
他
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
０
件
 

 ４
 
処

理
区
分

（
あ

お
も
り

県
民

政
策
提

案
実

施
要
綱

）
 

（
１
）
文
章
修
正
等
・
・
・
本
文
の
修
正
、
記
述
の
追
加
等
意
見
を
反
映
さ
せ
る
も

の
。

 
 

１
件
 

（
２
）
記
述
済
み
・
・
・
・
既
に
記
述
済
み
で
あ
る
も
の
。
  

 
 

 
 

０
件

 

（
３
）
実
施
段
階
検
討
・
・
計
画
の
実
施
段
階
で
検
討
又
は
対
応
す
べ
き
も
の
。
 

 
 

０
件
 

（
４
）
反
映
困
難
・
・
・
・
反
映
が
困
難
な
も
の
。
 

 
 

 
 

 
０
件
 

（
５
）
そ
の
他
・
・
・
・
・
質
問
や
感
想
。
施
策
の
体
系
外
へ
の
意
見
。
 

 
 

 
０
件
 

 

-22-



 

「
青

森
県

こ
ど

も
読

書
活

動
推

進
計

画
（
第

五
次

）
」（

案
）に

寄
せ

ら
れ

た
意

見
と

そ
れ

に
対

す
る

県
教

育
委

員
会

の
考

え
方

 

区
分

 
番

号
 

意
見

 
処

理
 

区
分

 
意

見
に

対
す

る
県

教
育

委
員

会
の

考
え

方
 

第 咇 章  本 県 双 厬 厳 召 取 組 叉 課 題  

1
 

p.
7
 
（
２

）
取

組
と

評
価

「
①

 
こ

ど
も

が
読

書
に

親
し

む
機

会
の

充
実

に
向

け
た

取
組

の
推

進
」に

関
連

し
て

 

「
［
指

針
１

－
３

］
 
市

町
村

に
お

け
る

こ
ど

も
の

読
書

活
動

の
推

進
が

計
画

的
に

進
め

ら
れ

て
い

る
か

。
」
の

状
況

を
確

認
す

る
と

、
令

和
６

年
度

の
目

標
値

 
1
0
0
％

に
対

し
て

、
「
策

定
作

業
中

」
、

「
策

定
予

定
な

し
」
と

回
答

し
て

い
る

町
村

が
８

町
村

あ
り

、
そ

の
う

ち
「
策

定
予

定
な

し
」
は

５
町

村
あ

る
。

こ
う

し
た

自
治

体
は

、
こ

れ
ま

で

も
呼

び
掛

け
て

い
る

に
も

か
か

わ
ら

ず
、

今
後

も
様

々
な

事
情

か
ら

、
「策

定
予

定
な

し
」
と

の
回

答
が

続
く
こ

と
が

予
想

さ
れ

る
。

 

働
き

か
け

た
に

も
か

か
わ

ら
ず

、
策

定
に

向
け

た
動

き
が

な
い

自
治

体
の

理
由

を
把

握
・
公

開
し

た
上

で
、

そ
の

事
情

を
解

決
す

る
方

策
を

具
体

的
に

提
示

す
べ

き

で
は

な
い

か
。

そ
の

た
め

、
策

定
や

改
定

の
現

状
値

を
把

握
す

る
だ

け
で

な
く

、
な

ぜ
未

策
定

な
の

か
、

未
改

定
な

の
か

を
各

自
治

体
に

確
認

し
、

そ
の

結
果

を
公

表

す
べ

き
と

考
え

る
。

そ
う

し
な

い
と

、
計

画
内

容
の

進
捗

状
況

の
根

本
に

関
す

る
分

析
は

で
き

な
い

の
で

は
な

い
か

。
 

以
上

を
踏

ま
え

、
「
市

町
村

に
お

け
る

こ
ど

も
の

読
書

活
動

推
進

計
画

の
策

定
率

は
年

々
上

昇
し

て
い

ま
す

が
、

未
策

定
及

び
未

改
定

の
町

村
に

対
し

て
、

計
画

策

定
に

向
け

た
支

援
を

引
き

続
き

進
め

て
い

く
必

要
が

あ
り

ま
す

。
」
と

い
う

漠
然

と
し

た
表

現
で

は
な

く
、

「
未

策
定

及
び

未
改

定
の

自
治

体
に

対
し

て
、

策
定

及
び

改
定

で
き

な
い

事
情

を
確

認
し

、
策

定
及

び
改

定
を

阻
害

す
る

要
因

を
取

り
除

く
た

め
の

支
援

を
行

う
」
な

ど
、

よ
り

具
体

的
な

表
現

に
改

め
る

べ
き

で
あ

る
。

目
標

値
は

あ
く

ま
で

目
安

で
あ

り
、

市
町

村
に

対
し

、
そ

の
達

成
を

義
務

付
け

る
も

の
で

は
な

い
と

は
い

う
も

の
の

、
現

状
の

表
現

の
ま

ま
で

は
、

進
展

は
見

込
め

な
い

た
め

、
一

歩
踏

み
込

ん
だ

表
現

に
変

更
す

る
こ

と
を

提
案

す
る

。
 

な
お

、
こ

れ
は

［
指

針
１

－
３

］に
限

ら
ず

、
［
指

針
１

－
１

］
の

ブ
ッ

ク
ス

タ
ー

ト
事

業

な
ど

他
の

指
針

に
つ

い
て

も
同

様
に

、
達

成
で

き
て

い
な

い
自

治
体

に
関

し
て

、
そ

の
理

由
を

把
握

し
、

ど
の

よ
う

な
条

件
が

整
え

ば
達

成
で

き
る

の
か

、
各

自
治

体
の

状
況

を
把

握
・
公

開
す

る
こ

と
が

県
と

し
て

は
求

め
ら

れ
る

も
の

と
考

え
る

。
少

な
く
と

も
、

第
五

次
案

を
見

る
限

り
、

達
成

率
の

変
遷

は
確

認
で

き
る

も
の

の
、

そ
の

分
析

結
果

（
そ

も
そ

も
達

成
で

き
て

い
な

い
理

由
も

含
め

た
分

析
を

行
っ

て
い

る
の

か
ど

う

か
）
は

明
ら

か
に

は
な

っ
て

い
な

い
た

め
、

そ
の

点
は

詳
ら

か
に

し
て

ほ
し

い
。

 
 

文 章 修 正 等  

 
文

部
科

学
省

（
以

下
「
国

」
と

い
う

。
）
が

定
め

る
「
子

ど
も

の
読

書
活

動
の

推
進

に

関
す

る
法

律
」
第

９
条

第
２

項
で

は
、

市
町

村
は

、
子

ど
も

の
読

書
活

動
の

推
進

の

状
況

等
を

踏
ま

え
、

「
子

ど
も

読
書

活
動

推
進

計
画

」
を

策
定

す
る

よ
う

努
め

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

と
さ

れ
て

い
ま

す
。

 

 
ま

た
、

県
教

育
委

員
会

で
は

、
市

町
村

の
こ

ど
も

読
書

活
動

推
進

計
画

の
策

定

率
に

つ
い

て
、

国
の

調
査

結
果

を
本

県
の

こ
ど

も
読

書
活

動
推

進
計

画
に

引
用

し

て
い

る
と

こ
ろ

で
す

。
こ

の
調

査
で

、
「
策

定
の

予
定

は
な

い
」
と

回
答

し
た

の
は

５

村
あ

り
、

そ
の

理
由

を
人

材
不

足
・
各

学
校

に
一

任
・
公

共
図

書
館

が
未

設
置

の

い
ず

れ
か

と
し

て
お

り
、

５
頁

に
あ

る
［
指

針
１

－
３

］
の

枠
外

の
文

章
を

以
下

の
と

お
り

修
正

す
る

こ
と

と
し

ま
し

た
。

ご
意

見
に

つ
い

て
は

、
国

に
お

い
て

市
町

村
毎

に
個

別
の

公
表

を
し

て
い

な
い

こ
と

か
ら

、
県

教
育

委
員

会
に

お
い

て
も

国
と

同
様

に
対

応
し

ま
す

。
 

【
修

正
前

】 

令
和

６
年

度
の

目
標

値
1
0
0
％

に
対

し
て

、
「
策

定
作

業
中

」
、

「
策

定
予

定
な

し
」
と

回
答

し
て

い
る

町
村

が
８

町
村

あ
る

な
ど

、
取

組
に

差
が

見
ら

れ
ま

す
。

 

【
修

正
後

】 

令
和

６
年

度
の

目
標

値
1
0
0
％

に
対

し
て

、
３

町
村

が
「
策

定
作

業
中

」
と

回
答

し
、

５
村

が
人

材
不

足
・
各

学
校

に
一

任
・
公

共
図

書
館

が
未

設
置

の
い

ず
れ

か

の
理

由
で

「策
定

予
定

な
し

」と
回

答
し

て
お

り
、

取
組

に
差

が
見

ら
れ

ま
す

。
 

と
し

、
御

意
見

の
あ

っ
た

７
頁

の
記

述
は

、
修

正
し

な
い

こ
と

と
し

ま
し

た
。

 

な
お

、
県

教
育

委
員

会
で

は
、

現
在

、
こ

ど
も

読
書

活
動

推
進

計
画

の
未

策
定

ま
た

は
未

改
定

の
町

村
に

対
し

て
、

そ
れ

ぞ
れ

の
実

情
に

応
じ

て
個

別
に

情
報

提

供
や

意
見

交
換

を
行

い
、

計
画

策
定

が
進

む
よ

う
に

働
き

か
け

を
し

て
お

り
、

そ
の

結
果

、
令

和
６

年
度

新
た

に
こ

ど
も

読
書

活
動

推
進

計
画

を
策

定
し

た
町

村
も

あ

る
こ

と
か

ら
、

引
き

続
き

情
報

提
供

等
を

行
い

な
が

ら
働

き
か

け
を

進
め

て
い

く
こ

と

と
し

て
い

ま
す

。
 

ま
た

、
［
指

針
１

－
３

］
以

外
の

指
針

に
つ

い
て

は
、

現
状

値
は

把
握

し
て

い
る

も

の
の

、
未

実
施

等
の

理
由

に
つ

い
て

は
把

握
し

て
い

な
い

と
こ

ろ
で

す
。

い
ず

れ
の

指
針

に
お

い
て

も
、

各
市

町
村

が
実

情
を

踏
ま

え
て

取
り

組
む

と
こ

ろ
が

大
き

い
こ

と
か

ら
、

県
教

育
委

員
会

と
し

て
は

、
こ

れ
ま

で
同

様
、

情
報

提
供

や
意

見
交

換
を

行
い

な
が

ら
、

こ
ど

も
の

読
書

活
動

推
進

に
係

る
啓

発
・
支

援
に

努
め

て
い

き
ま

す
。
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